
司会 本日は長島・大野・常松法律事務所の太田穰先生をお迎えして，排出権取引につ
いて講演会を開催するということになりました。太田先生は，経済産業省や環境省など
において，わが国の排出権取引の枠組みそのものを設計する検討作業に長年従事してこ
られたばかりでなく，京都議定書とかパリ協定の話とか環境法を取り巻く最新の状況に
も精通しておられます。したがって，本日の講演会は皆さんにとって得がたい機会であ
りますので，終わった後，何でもいいので是非質問をして頂ければと思います。なかな
か先端の法領域に触れるという機会はそうないと思いますし，皆さん夏が暑いことから
もよく分かるように，地球温暖化対策というのは喫緊の話題になっております。CO2
の排出取引というのは一つの先駆的な試みでありますが，わが国では今後ますます議論
の俎上に上っていくと思いますので，今日はよく太田先生のお話に耳を傾けて下さい。

山本学部長 本日は太田穰先生をお迎えいたしまして法学会講演会を開催できますこと
を大変うれしく思います。本日は本当にありがとうございます。排出権取引と法という
テーマで学生の皆さんにも分かりやすいお話が聞けるのではないかと思います。京都議
定書以降の枠組みとか，現在の状況，制度の根底にある原理的な問題，いろいろトピッ
クがあろうかと思いますけども，限られた時間ですが，ぜひこの問題について考える
きっかけになればと思います。本日はどうぞよろしくお願いいたします。

太田 今ご紹介いただきました長島・大野・常松法律事務所の弁護士の太田と申しま
す。皆様も，最近はメディアなどによる情報に接していると思いますけども，昨年，す
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なわち2016年の11月に2020年以降の新たな温暖化防止の枠組みとしてのパリ協定と
いうものが発効しまして，日本も同じく11月に同協定を批准しました。その意味では，
今後改めて注目を集める環境保護の領域の一つになっております。そのタイミングで，
大山先生から，先生が排出権を取り扱う業者の詐欺その他の刑法的な犯罪に関する研究
をされていらっしゃるということで，私の方にご連絡がありました。そのご研究の際に
先生が資料の一つとしてご覧になったのが，今日皆さんの手元にお配りしている「排出
権を巡る法務と今後の課題について」というコラムでございまして，これは，みずほ総
合研究所というシンクタンクが『よく分かる排出権取引ビジネス（第4版）（2008年）』
という，啓蒙的な本を作成しておりまして，その中で各関連分野，会計とか金融関係の
専門家にもコラムを書いてもらう一環で，法律の専門家からもコラムを書いてもらうと
いうことになり，同研究所から依頼を受けて執筆したものです。
ここで記載されている内容というのは京都議定書を前提とするものでして，昨年発効
しましたパリ協定に基づいて予定されているところの排出権取引というか，いわゆる市
場メカニズムと言われているものですけども，それを前提としているものではありませ
ん。その点はご留意いただきたいと思います。学生の皆様方とコミュニケーションする
機会が最近殆どありませんのでどこから話していいか分かりませんが，私の事務所は弁
護士が400人くらいいると思いますけども，私はその中で基本的には国際業務とか国際
紛争を中心に幅広く法律業務を取り扱っておりまして，いわゆる地球温暖化であるとか
排出権（量）取引というものを専攻して業務を行ってきたというわけではありません。
どちらかというと私自身の弁護士業務として行ってきたというよりは，政府の方から，
制度設計に関して法的側面から海外の法制を参考にして専門的な知見を得たいというこ
とで，いわば自らの公益活動の一つとして政府に対し有識者として参考となる情報を提
供し，また意見を述べることで，協力をさせていただいたというのが正直なところでご
ざいます。
ただ，もともと法律家としての職業を選択するにあたって，私自身が環境問題に関心
が強かったのは事実であり，かつては環境といえば公害問題でありまして，若い頃は弁
護士としていつかは行政訴訟を，国や地方自治体の施策に関して環境保全対策が不十分
な措置しか講じられていない場合には，行政訴訟を提起するようなことは考えておりま
して，そのなかで，最近はクラスアクションという言葉を皆さんよく耳にされていると
思いますけども，その住民が集団的に組んで国や地方自治体を相手に訴訟を起こすよう
な救済方法というものはないのだろうか，ということについて関心をもって勉強をした
こともございます。ただ，温暖化防止に関しましては，その政策には関心は持っており
ましたが，非常に政治的な側面が強く感じられ，一法律実務家に過ぎない私が関与する
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とは想像だにしなかったことも事実です。その意味で地球温暖化対策に関する国際的な
対応について時間を追って見ることで，私がこの温暖化問題にかかわるようになった経
緯を少しはご理解いただけるのではないかと思います。
まず，歴史的な流れとしての京都議定書からパリ協定ということで，もともとはどこ
から始まっているかというと，1980年代頃から地球温暖化のリスクというのがかなり
強く意識されてまいりまして，92年に国連気候変動枠組条約というものが国連で採択
されました。これが今日に至るまで，パリ協定を含めて地球温暖化防止の基本的な条約
になっているということです。97年に京都議定書，COP3というのですけども，国連気
候変動枠組条約が94年に発効し，そのあと毎年そのための締約国会議を開催していっ
て京都で行われたのがその3回目になります。COPというのが Conference of Partiesと
いう言葉の略語です。その3回目の Conference of Parties，締約国会議が京都で行われ
まして，ここにおいて6つの規制物質について，そこに二酸化炭素，メタン，亜酸化窒
素，HFC，PFC，6フッ化硫黄とありますけども，これを規制対象にして第一約束期間
を2008年から2012年にして全体で90年レベルの少なくとも5％削減ということで，
採択されたものです。
日本はそれを受けて1998年に地球温暖化対策の推進に関する法律（「温対法」）とい
うものを作りまして，当時はどちらかというと具体的な内容を盛り込んでいるというよ
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りは，国としての基本的な取り組みの在り方を法律化したという，かなり抽象的な内容
だったのですけども，その後改正が何度か行われてきまして，その中でいわゆる京都議
定書に基づく排出権取引の制度が規定されるようになりました。同時に省エネ法という
ものがありまして，温対法の方はどちらかというと環境省側がその制定改正に中心的に
取り組んでいたと思いますが，省エネ法は経産省がもっと前から取り組んできた法律で
ございまして，日本は92年に国連気候変動枠組条約が採択される前から，省エネ法に
よって，温暖化対策に関しては，他の先進国に比較しても進んでいたという状況にあっ
たと言えるのではないかと思います。
よく政治的な問題として言われているのは，日本は，京都議定書において，90年比
で6％削減という義務を負っているのですけども，これはかなり日本としては屈辱的な
数字だと，当時は言われていました。というのは，日本はすでに80年代にかなり温暖
化ガスの削減を達成していまして，更にそれに加えて6％の削減義務を国として課され
たということが当時は言われていたわけです。逆に言えば，省エネ対策として，日本は
温暖化対策についてかなり積極的に取り組んでいたということは言えると思います。
そこで，私の話に戻しますけども，私もその地球温暖化対策の動きはもちろん知って
はいたのですけども，まさか自分の仕事に関係してくるとは夢にも思わなかったです
ね。どうしてかというと，これは国の方が考えていろいろ基本的な提案を国民や企業に
諮ったり，その行政裁量として具体的な施策を講じていくものであって，自分はあくま
でもよきオブザーバーでありたいと思ったけども，自分がその中に入るとは思わなかっ
た，というのがその時の私が持っていた印象です。
ところが，2001年にマラケッシュ合意（COP7）というのができまして，これは京都
議定書の内容につきその運用細目に関して合意したものなんですね。そして，このマラ
ケッシュ合意の中でいわゆる排出権取引の内容がかなり細かく議論されて規定されるよ
うになったわけです。そしてこの頃から日本の政府も本格的に排出権取引に取り組まな
いといけないという意識が高まり始めました。これは二つ方向があって，それはこれを
契機にひとつの新たな金融資産的な取引としてどんどん推進していこうというのと，も
う一つは，あまりその対策に遅れてしまうと，日本が他の国に比べて不利な形で削減義
務を負わないといけないようなことになるのではないかというものがあり，そこで排出
権取引をうまく活用して，日本としては6％という，当時かなりハードルの高い義務
だったのですけども，それを達成していこうと，そのためにはどうしたらいいのだろう
という動きが出てまいりました。そこに至って，排出権取引っていったい何なんだと，
いったい日本はどういうものが制度として導入できるのかというようなことが議論にな
りました。当時はアメリカでは二酸化炭素ではありませんけども，別の有害物質に関し
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て同じような排出権取引制度というものができていましたし，ヨーロッパにおいては
2005年に開始したのですけどもそのベースとなるルールというものが作られていたと
いうことがありまして，まず海外ではどうなっているんだということの調査から業務の
委託が来たわけです。私もその調査をする中において，排出権取引というものについて
の見識をだんだん高めていったという経緯があります。
そして，京都議定書は2005年の2月に発効しまして，同年，環境省は自主的な排出

権取引を国内で試行する制度を導入しました。そして，2006年には，先ほど申し上げ
た温対法，地球温暖化対策の推進に関する法律というものが改正されまして，いわゆる
今の排出権取引，京都議定書に基づく排出権取引の排出権を保管しておくべき割当量口
座簿の整備というものが法律で規定されるようになったわけです。その頃は，2008年
から2012年の第一約束期間における削減義務が各国に義務付けられていた，そういう
条約ですから，日本も含めてどの国もいかにして自国の温暖化ガスの削減に取り組むか
ということで，かなり努力をしていた時期であります。自国だけで削減を達成できない
可能性が極めて高いということでしたので，日本は，国も含め，あるいは電力会社など
二酸化炭素の排出量が多い企業が排出権を海外から取得してくるという取り組みが行わ
れたわけであります。
そこで，排出権取引が地球温暖化対策における排出ガス削減においてどういう内容で
どういう役割をもっているのかということを，後でもう少し詳しく皆さんにお話をしま
すが，簡単に今に至る流れを見ておきましょう。その当時は，排出権取引というのは要
するに，自力では排出ガスの削減義務を達成できないそうにない国，例えば日本が6％
の削減措置を達成できないおそれがある場合に，どこかの国であるプロジェクトをやっ
ていて排出ガスを削減した量があるとすれば，その削減した量を足りないところに埋め
合わせる形で入れることによって，量的な基準を達成しようという，そういう発想なん
ですね。一方で，温暖化削減のための様々な化石燃料から，例えば他の非化石燃料への
エネルギーの転換とか，様々な技術上の温暖化削減のための対策というものが実際に講
じられてきたのですけども，他方でそれを補完する排出権取引もそれなりに行われてき
た。しかしながら，日本の場合には，その後東日本大震災が起こり，原発に関わる，私
が話すまでもなく，大きな事故が起こったりして，どちらかというとそれどころではな
くなってきた。その上に，リーマンショックなどが重なりまして，その前までは経済が
より活発化してきて，そのままいったら温暖化ガスが増えていく中で，いかに削減する
かということを考えていたのが，そういう事故が起こったり，経済的に大きな停滞に
陥ったことで，地球温暖化防止という問題が，一気に下火になっていったんですね。
私の記憶では，2010年頃までは，おそらく日本の国内でも，排出量取引制度の導入
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は，ほぼほぼ決まりで後は時間の問題というところまでこぎつけていて，私もその頃は
2年近く月に1回くらいは制度設計の有識者の集まりに参加して，財産権的な位置づけ
に関する調査研究に関してレポートなどを提出して，議論もかなり煮詰まってきたもの
を感じていました。しかしそういう事情がありまして，一気に飛んでしまったという印
象を受けました。
ところで，第二約束期間では日本，ロシア，ニュージーランドは不参加になりました。
世界の温暖化ガス排出国としては，2014年で中国が28．2％，アメリカが16．0％ですよ
ね。これを見れば分かるように，世界の中で半分とは言わないけれど，中国は，削減義
務を負っていないし，アメリカは批准すらもしていないのです。ということは要するに，
残りの国でいかに削減，つまり温暖化防止のために温暖化ガスの削減をやっても全く意
味がないじゃないかと。そこで一方的に，日本などに義務を負わせるのはあまりにも不
当ではないか。やるならば，すべての国，特に排出量の多い国，温暖化ガスを出してい
るのが多い国が入らなければ意味がないのではないか，ということなどが理由で，第二
約束期間から抜けました。
日本でも，京都議定書に基づく排出権というのが結構買われていたのですけども，一
時は0円近い値段になるまで暴落して，もともとかなり高い値段で買っていたのですけ
ども，紙くずになってしまうというような状況になったわけです。もっとも，先ほど
言ったような天災，および経済的な停滞によって日本は6％の削減は結果的にクリアし
てしまっていたのですけども。それでも，アメリカは，オバマ政権発足後，アメリカ国
内でもだんだん温暖化対策の意識が高まってきた。中国でも人ごととは言えないような
状況になってきまして，2010年には各国が自主的に目標を設定することで合意はされ
ています。ただ義務付けは嫌だということで，ここも結構議論がありまして，日本は
2013年に3．5％，2005年度比で削減するということで登録をしています。
それで2011年のダーバンで，これは17回目の締約国会議なのですけども，ここで

2015年，これはパリですね。パリの COP21で2020年以降のすべての国が参加すると
いう新たな枠組みに合意するということになりました。その結果，2015年12月のパリ
でパリ協定といったものが採択されるに至り，そして昨年の11月にパリ協定は発効条
件を満たして発効しました。日本はパリ協定にその直後に批准しまして，11月15日に
パリ協定の，運用細目を作っていかないといけないということで，11月15日にモロッ
コで COP22，これは最初の国連の気候変動枠組み条約から続いていて，今22回目に
なっているのですが，それと同時にパリ協定に関する会議というものも兼ねるというこ
とで，これを CMA1と言っているのです。その CMAというのは Conference of the parties
serving as the meeting of the parties to the Paris agreement，それはつまり，気候枠組み変
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動条約の締約国が同時にパリ協定の当事者として，協議を行うということで CMAとい
う会議体として呼ばれているわけです。これが今の流れになっております。ところで，
現実の排出量の内訳ですが，日本は2014年でたった3．7％しかないのですね。EUは基
本的に熱心なのですけど，8か国で9．8％なんですね。今後はインドとかがどんどん増
えてくるんだろうと思いますけども，現状はこんな状況で，地球全体として温暖化ガス
の効果的且つ効率的に削減する方策を探っていかなくてはいけないわけです。
パリ協定とはいったいなんだったのかといいますと，世界の平均気温上昇を産業革命
前と比べて2℃を十分下回る，努力目標として1．5℃のために，温暖化ガスの排出量
を早期にピークアウトさせる，ということですね。ピークアウトさせ，20世紀後半に
は排出量と吸収量をバランスさせることを目標とする。つまり，排出量でネットでゼロ
にするということをまず目標として掲げています。これはかなりチャレンジングな目標
でして，実際にこれは本当にできるのかと言われていますけど，それは目標としてそう
いうものを出しています。
ということで，そのために何をするかというと，すべての国が削減目標を作成，提出
する，各国共通の方法で進捗状況を報告し，レビューを受けることを義務付けられます。
各国の目標は5年ごとに更新することが義務付けられます。京都議定書と違うのは，京
都議定書の場合はⅠ国とⅡ国に分かれていまして，Ⅰ国の方は主に先進国なのですけど
も，具体的に排出量の削減義務，数値が義務付けられていたわけなのです。ところが，
パリ協定はあくまでも各国の削減目標を作成，提出するということで，法的に義務付け
がないという点において，京都議定書とは異なります。これについては評価は分かれて
いて，そういう目標設定に過ぎないわけだから，できなくてもともとではないかと，と
いうものと，いやおそらく国のメンツをかけて目標設定するわけだから，達成できなけ
ればこれは非常に国際的には恥じゃないかということだから，こういう削減目標を作る
ということ自体に大きな意味があるんだと，という二つの評価があると言われていま
す。日本は2013年比で26％削減，2030年目標ということで，これもかなり野心的な目
標だというふうに言われています。
三番目は各国で目標作成，提出するのですけども，これはもっとグローバルに取り組
まないといけないわけですから，世界全体で，2℃目標に対する進捗状況を5年ごとに
確認していきましょうということを言っているわけですね。京都議定書ではその目標を
達成できないと，いろいろな面でペナルティが課せられていたのですけども，そういう
ものがない代わりに，こういう形でみんなで見ていきましょうと，そういう枠組みを
作っているということになります。
それから四番目が，それが今日の話の中心になるわけですけども，地球温暖化ガスの
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排出削減目標に対して，市場メカニズムの活用を認めたと。これが具体的にどういう内
容かはまだ分からないわけですけども，少なくとも排出権取引が市場メカニズムの一つ
の制度として採用検討が可能な制度になります。あと，先進国は途上国に対して緩和と
適応に係る資金援助を行い，途上国は自主的な資金提供を推奨することと，ということ
でして，これはかねてからも行われていたことですけども，かつては先進国が地球の温
暖化ガスを多数輩出してきたし，そのための技術力を持っていると。ということもある
わけですから，発展途上国に対してはそのために何らかの資金援助をするべきだし，そ
れはより推奨されるべきだと。それによって途上国をパリ協定の中に引き込むための，
一つのアメ玉的な施策だと思います。
後は，地球温暖化対策におけるイノベーションの重要性を位置付けたこと。これは当
たり前といえば当たり前で，技術革新がもっと世界的に取り組んでいくような形でやっ
ていかないとダメだと。ということで，例えば具体的にどんなことかというと，ある企
業がある技術革新をして，そのイノベーションを独占してしまうと，世界的にそれを推
進しようと思ってもなかなか推進できないのだけど，それはあまりよろしくないと。だ
からそれはもっと皆さんが参加できるようにイノベーションに取り組めるような体制を
参加国で考えていこうと，そういう発想になると思います。
それでようやく本題に入ってきましたけど，パリ協定と市場メカニズムですけども，
我国提案の二国間クレジット制度も含めた市場メカニズムを約束達成に活用すること
が，パリ協定の協力的アプローチに位置付けられているというように理解されていま
す。すなわち，二国間クレジットというのは，これは，例えば，日本の政府が京都クレ
ジットで第一約束期間から抜けるに際して，その前からも考えられていたのですけど
も，クレジットという排出権というものを単に京都議定書の中だけでのクレジットとい
うのではなくて，発展途上国との間で，具体的にはアジアの特定の国，そこの国のある
プロジェクトにおいて温暖化ガスの削減措置を講ずるようなプロジェクトを行った場合
には，それを二国間レベルで削減した量を認めて，それを自分の温暖化ガスの削減量の
中に組み込むことを認めようと，そういう制度です。それは始めは他の国からは，日本
が自らの判断で温暖化ガスを削減したというのは非常に勝手じゃないかということで，
結構批判されていたのですけども，パリ協定の中においては，それは市場メカニズムの
一つとして認知されるようになった。ここは日本の政府としては一つの手柄なのかもし
れません。
もっとも，こうした市場メカニズムを使って排出権が二重に計上されるのを防止しな
ければいけないとか，透明的な制度を作らないといけないとか，あるいは世界が全体と
してうまく動かしていくしかないので，国連管理型のメカニズムを作りましょうという
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こともそこでは規定されています。それから単に市場メカニズムだけに頼りすぎるのは
よくないので，非市場的なアプローチも同時に作り上げていきましょうということに
なっています。
それではいったいパリ協定の中でどういうような市場メカニズムが作られていくのか
ということなのですけども，これはまだ，いろいろなことをいろいろな方がおっしゃっ
ており，これは議論が緒に就いたばかりで，具体的なものが見えてくるわけではないの
です。ただ，おそらく京都議定書における市場メカニズムとして採用された排出権取引
の制度を念頭に置いたうえで，それを改善する，改良する形で採用する，すくなくとも
その可否を検討するのではないかというふうに思われます。特に，いわゆるクリーン開
発メカニズムといったものがより使いやすい形で導入されるのではないかと個人的には
予想しています。
そうすると，排出権取引っていったい何ですかという基本の問題に戻ることになりま
す。そこで，今後の皆さんが考えるための基礎知識という意味では，京都議定書などに
おける市場メカニズムである排出権取引の内容を個々で整理しておくことがよいのでは
ないかと思います。
まず条約で加盟国に，あるいは法律で企業に，一定量の温室効果ガス（CO2など）
を一定期間において排出できる枠を与えた場合（排出量がその枠内におさまらなければ
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排出量をその枠内まで削減する義務が生ずる），規制対象となった国や企業の中には，
排出量が排出枠の中におさまらず削減義務を達成するには費用負担が大きすぎるところ
がある一方で，排出枠に余剰があったり削減をより費用負担なく実現できるところもで
てきます。そこで，削減に対する費用負担が相対的に大きく削減が困難な国や企業が，
相対的に費用負担が少なく削減が容易な国や企業から排出枠を買うことを認めれば，経
済的効率性を損なうことなく温暖化ガスの削減も全体として達成することもできること
になります。こうした一定の枠を付与した上でその枠の一部の取引を認める制度が
キャップアンドトレード方式と言われているものになります。
さらに，地球全体での温暖化ガスの削減が実現できればいいのですから，国内外を問
わず現実に（何もしなかった場合に比較して）温暖化ガスを削減できた場合，その削減
プロジェクト（風力発電所の建設など）に貢献した参加者に一定量の排出枠を与えて自
ら使用し又はその排出枠の売買を認めるという制度があってもよいはずです。これがベ
ースラインアンドクレジット方式と言われているものになります。
京都議定書の枠組みは，この2つの制度を組み合わせています。すなわち，90年を

基準年としてその年の排出量と数値目標から割り振られる初期割当量としての排出枠
（AAU）を取引する場合がキャップアンドトレード方式であり，削減義務を負う先進国
やロシア・東欧などの市場経済移行国の温室効果ガス削減プロジェクト（共同実施）
（J1）により発行されるクレジット（排出枠）（ERU）と削減義務を負わない発展途上
国などの温室効果ガス削減プロジェクト（クリーン開発メカニズム）（CDM）により発
行されるクレジット（排出枠）（CER）を取引する場合がベースラインアンドクレジッ
ト方式と言うことになります。前者の排出枠は，その初期割当量の振り分け方にも問題
があるとされており，経済の停滞などの理由から1990年比で排出量の減少しているロ
シアや東欧諸国においては，何の削減努力もせずに AAUの余剰排出枠の売却資金使途
を特定し，温室効果ガス削減プロジェクトや環境貢献などに活用するというコンセプト
（グリーン投資スキーム（GIS））が実務的に導入されるようになりました。
そういうことで，繰り返しになりますけれど，例えば発展途上国にいきますと，今地
球温暖化ガスをかなり多量に出しているけど，こちらのプロジェクトとして加わって，
技術を提供することによって大きな削減効果が表れる可能性がある。実際やられると。
もちろんそれをどうやって検証するかという問題はプロセスとして大事なのですけど
も，もしそれがきちんとした公正な検証で削減が認められれば，地球温暖化という問題
は別に日本の空だけが，日本の空気だけが，温暖化が進まなければいいというわけでは
なくて，世界全体として温暖化ガスを減らさなければいけないわけであって，逆に言え
ば世界全体で減ればいいわけなんですよね。そうだとすると，日本の義務とはいっても，
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もしほかの国で削減量を達成できれば，それを一種の恩典として，クレジットとして考
えてもいいんじゃないかということで，もしそこで削減量として認められたものがあれ
ば，それを自分の国の削減量の中に組み込んでもいいですよということで，あまりにも
高い目標を設定して自国だけでやろうとするとどうしても無理がくるのだけど，そうい
う形で他国の削減量の，温暖化削減量に貢献することによって，それと見兼ねられたク
レジットを充当するということによって，温暖化対策に基づく削減義務を実現するとい
うのがキャップアンドトレードのシステムですね。
当然のことながら，それをやるということは排出権を取得するという取引が発生する
わけです。その排出権は今の，さっき言った発展途上国との間で行われたプロジェクト，
すなわちクリーン開発メカニズム（CDM）と言われているんですね。これに基づいて
削減した排出権というのが CERといわれています（Certified Emission Reductions）。こ
れが京都議定書の下における代表的な排出権と言われているので，おそらくほとんど排
出権として取引されたのはこの CERだと思います。CERというのは別に，例えばある
日本の会社がプロジェクトをやって，自分のプロジェクトから取得した排出権を，自分
の排出量を削減するために使用するのみならず，自分はたくさん取得，例えば何百万ト
ンを削減したら，自分では今年はそれを充当することはないということであれば，それ
を他の人に売って，不足している人に渡すこともできるのではないかと，つまりそれを
認めたって削減していることには間違いないから，経済的にはおかしなことはないとい
うことで，排出権取引というのはより複数の当事者間で転々流通することによって活発
化し，ひいては温暖化ガス削減に貢献するんじゃないかということが期待されていたわ
けです。
日本は京都議定書の下において，国際法上，08年から12年の対象期間（第一約束期
間）の排出量の平均値を90年比でマイナス6％の削減義務を負っていました。それが
遵守できない場合のペナルティ（行動計画の策定や排出量取引の禁止など）もありまし
た。しかし，日本では，各事業者に対する削減義務はないので，各事業者は，法的には
排出枠を取得して削減義務を充足するという必要はありません。しかしながら，経団連
の自主行動計画の下に各業界は削減目標を設定し，また温対法の下では，エネルギー使
用量が基準値を超えている工場の事業所など一定の要件を満たした事業者（温対法では
特定排出者と定義されている。）は事業所ごとに排出量に関する報告義務が課せられて
いて，これが事実上削減枠の機能を果たしているとも言われていました。しかし，この
日本の制度の是非やあり方についても議論がありまして，最初に述べましたとおり，日
本の国単位での国内排出量取引制度の導入と言うことがかなり積極的に議論され実現寸
前までいってはいたのです。
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順番が入れ違いになって申し訳ありませんが，日本は京都議定書の下で，国際取引
ログという不正に排出権が国際間で流通しない仕組みを通じて，海外から排出権を取
得してくるので，取得するために自分たちが何らかの形で受け入れるような制度を作
らないといけないということで，温法上，その割当量口座というものを作りました。こ
れは，まず目的は国によるクレジットの有効な償却があり，次に国・私人によるクレ
ジット取引基盤の整備という役割があります。償却というのは排出権というのは結局，
温暖化によって達成できたということであれば，これをいつまでも残していいという
ものではなくて，目的を達成できた時点においてもう二度と使ってはいけないものにし
ないといけないわけですよね。つまり，温暖化ガスの排出量を減らすために充当するん
だから，充当したものは，一回充当したらそれはそれで償却しておしまいにしないとい
けない。それをちゃんと管理できるような形にしないといけない。そういうことが，割
当口座分としてちゃんと管理する目的として入っていないといけないということになり
ます。
それからもう一つは国も当事者になっていますけども，さっき言ったまさに企業間で
排出権取引を売買していくことによって取引を活性化する，活性化することによってあ
るプロジェクトをやって排出権というものが多く排出されて，それについて取引が行わ
れて高い値段で売買されるということになると，そのことによってそのプロジェクトを
やることに対するインセンティブがもっと強くなりますから，取引を活性化するという
ことはひいては，温暖化を削減するためのプロジェクトがもっと多く行われる可能性が
ある。つまり，排出権を取得するための，というわけではないのですけども，排出権が
高く売れて，かつ高く売れる排出権を生み出すプロジェクトをやることによって，温暖
化ガスの発生を抑えることができるということであれば，取引をやっている当事者も
ハッピーであるし，その取引によって，プロジェクトをやって排出権を売る当事者も
ハッピーであるし，全体の温暖化ガスの防止という観点からしても効果的です。そうい
う意味ではウィンウィンの関係になるんじゃないかということが期待されていたので，
クレジットの取引がいかに円滑に行われるかということが国内に京都議定書の排出権が
入ってきた場合に，考えないといけないことであったわけです。
ただそうはいっても制約が多くて，口座の主体は，国と国内に本店または主たる事業
所を有する法人だけなので，外国の法人は認めませんでしたし，個人もだめでした。そ
れから算定割当量の振替という制度があります。これは口座に，申請に基づき増減の記
録をしますということで，紙を発行してそれで書き換えるじゃなくて，完全に電子シス
テムで記録されていく，いわゆる社債株式等振替法と言われているペーパーレス化した
有価証券の取引に準じた，基本的にそれにならったようなシステムを口座管理制度とし
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て導入しました。
それから譲渡としては効力要件ということで，皆さん不動産だと取引の対抗要件とい
うようなことをおっしゃったりするのかもしれませんが，取引の効力としては不動産は
登記しなくても，お互い売買契約が成立すれば，その取引として有効に成立するわけで
すけども，第三者，二重譲渡が起こった時に第三者に対する関係では登記をしなければ
対抗することができないと，そういう意味で，不動産では，効力要件と対抗要件を区別
するのですけども，温対法というのは，そもそも記録をしなければ移転するという効力
さえも認めない，という意味において効力要件と対抗要件といったものは観念的に，別
に観念することができるけども，実際の取引においては同時に起こっているという，そ
ういう制度設計にしているわけです。
それは結局，物が移転する場合は，物そのものの管理，誰に帰属するのかということ
と，それが自分のものだということを第三者に権利として対抗できるのかというものを
分けて考える必要が出てくるのですけども，こういう有価証券や排出権のように抽象的
に流れていくものに対してそれを分けて考える必要性もないし，かえってそれは取引に
関して混乱を起こすという考え方がもともとのベースにあると思います。
それから口座の記録は適法に保有するものと推定するということで，口座の名義人に
記録されていると，その人が権利者と推定されるということですね。善意取得はなかな
か起こり得る場合は限られていて，財産が転々としていった場合に，善意取得という問
題が起こり得るのです。これは通常の物の取引において善意取得が起こるケースとは全
然違って，私の感じでは，おそらく記録上のミスとかそういうようなことがなされた場
合に善意取得の問題が出てくるのではないかと，どちらかというとシステム上のミスか
ら発生するものじゃないかなと思っていました。
それから質権を認めないというのは，理論的に認めないというわけじゃないんですけ
ど，もともと基本的には温暖化ガスを排出するのに削減に充当するというのは，ある年
度に充当させるわけだから，1年経ったら償却して消滅するようなものなので，それに
対して質権というような担保権なんていうのを認めるような実益がもともとあるのかと
言われていました。だから質権というものをあえて作る必要はないのではないかと考え
られていたわけです。また，ただでさえ口座は管理が大変だったのですけども，質権の
口座を作るともっと大変になってしまうということで，これは取りやめになったという
ことです。
もう少し基本的な私の考え方というのを皆さんにここでお話をしたいと思っていま

す。そもそも権利っていったい何なのという問題から考えないといけないのですけど
も，排出権といったものが，皆さん，不動産とかあるいは車のような動産でもいいので

排 出 権 取 引 と 法（太田）

189（189）



すけども，もともと存在しているもの，皆さんがそれ自体財産的価値のあるものとして
認めているというものじゃなくて，これは地球温暖化防止対策のために，言ってみれ
ば，すごくバーチャルな形で国連なり国なりが財産権として創出したものなんですね。
もともと存在していたものについて財産的価値を認めるというものではなくて，ある政
策的な意図に基づいて財産的な価値を国が認めてあげます，ということなんです。です
が，これってどういうことかというと，ある一定の政策的なものについて価値があると
いうことですから，その政策が意味を失ってしまった場合には，その財産的価値という
のはなくなるわけなんですよね。そうすると排出権を取得する企業なり，個人はいない
と思いますけど，企業としてはそういう政策的な目的で価値が与えられた財産を自分は
取得するということは，将来その政策がいっぺんに変わってしまって，財産的価値を認
める必要がないと国が認めた場合に，それがゼロになってしまうことも覚悟しないとい
けないと，そういうような権利ではないかと私は考えたわけなんです。
京都議定書に基づく排出権取引に関しては，信託であるとか，排出権を組み込んだデ
リバティブ取引であるとか，排出権を組み込んだ社債，クールボンドとか言われている
ものなのですけども，いわゆる金融的に比較的複雑な取引に私が積極的に取り組んでい
たことは事実なんですけども，実際のところ排出権の取引をすることによってお金を儲
けたいと思った人たちは，その取引の仲介的な業者だったわけなんです。ところが，私
は，最初のところでもいいましたけど，環境法というものにもともと関心があって，
温暖化対策のために排出権取引を推進するとしても，あくまでも温暖化対策の補完的措
置としてしかこの排出権を認める気が全くなかったのです。だから一時排出権マフィア
という人たちが現れて，これからは排出権は暴騰するだろうと。日本が6％の削減目標
を達成できないということになってきたら，どんどん排出権というのが2012年の第一
期の約束期限に向かって暴騰していくだろうというようなことが予測されていたので，
自分達で買いだめをして高く売りつけるとか，そういうようなことを考えていた人は
多かったのですよ。もちろん，暴落を予想して空売りを考える人達もいました。それは
排出権バブルと言われていて，自分は一方で金融取引の専門家だという自負心はありま
したけど，他方で温暖化対策の補完としての排出権取引といった環境法的な側面から
見た場合には，そういう取引をバックアップする金融取引業者の存在というのは許し
難いものがあり，かつ彼らは財産権として排出権は絶対的な権利だと，財産権というも
のは，私人間で財産権として認められる以上，国が後で政策的な変更を行って取り上げ
た場合は，国は，憲法上，財産権を剝奪する場合には補償を与えるというのは憲法上の
権利としてあるわけだから，後で政策的な変更措置が取られた場合があったとしても，
補償されてしかるべきで，それは私人間と国との関係でも一元的に考えるべきであっ
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て，他の財産権と区別すべきではないと言っていました。だから一時期は，役所から
出てきた最初の頃のペーパーは動産類似の財産権だというような言い方をしていたんで
すね。
私は真っ向からこれに反発しました。私の考え方はそうじゃない，それは違っていて，
それはあくまでも私人の間で財産権として認めることはできても，国に対する関係では
財産権としての補償が与えられるものではないということで，国に対する関係と私人間
における取引における財産権としての扱いを分ける二元論の考え方をとりました。そし
てそのために私が議論として参考にさせてもらったのが，若い時に読みました，京都大
学の民法の教授であられました於保不二雄先生の財産管理権論序説という本なんですけ
ども，その中に期待権という財産権に対する概念が展開されていまして，それをふと思
い出したんですね。これにも応用できるんじゃないかと思いました。
というのは，ある政策のもとにおいて自分が財産として期待して，財産として価値を
認めるというのは一種の期待なんじゃないかと。つまりどういうことかというと，自分
が排出権というものを持っていればそれを充当することによって国からペナルティを受
けることはない，そういうような権利である。だからそうである以上，それ以上の期待，
それ以上の財産的な価値として期待をすることができるものではなくて，国に対する権
利はあくまでもその限度において期待できる。だからといって私人間で保護されなくて
もいいと言っているわけではない。私人間においてはあくまでも他の財産権と同じよう
に保護されるべきであるし，刑法上それによって詐欺が行われれば，それによって詐欺
罪が成立される，保護法益としての財産権としては十分認められてしかるべきだという
ふうに思っていて，法律構成しました。それが当時の私の排出権に対する財産権として
の考え方でして，それは今でも同じで，パリ協定になろうとどういう制度になろうと，
それについて全く考えは変わっていません。
皆さんに申しあげたいのは，そういうことを言うと権利といったものをそういう形で
分けてもいいのかと，もともと行政法やなんかではよく，公法私法二元論なんていうも
のは，もう過去の遺物であって，19世紀の産物ではないかというようなことが言われ
ていたのですけども，私はそういう話をしているわけではなくて，いったい誰に対して
どういう形で権利というものが保護されないといけないのかということを，もっと柔軟
に内容を考えていくということが大事であって，それがまさに自分が法律家として専門
的な知見を求められていることに値することではないかと考えたわけですね。同じよう
なことは，皆さん他の財産権についてもいろいろな面で考えてもいいと思うんですね。
例えば，最近私が国際的な紛争で携わった時に感じたことですけど，例えば日本とい
うのは，この中には法務部の方がどれくらいいらっしゃるか分かりませんけど，債権と
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は何かと考える場合，例えば，契約というものがある以上は，ある人に対してなにか一
定の物を引渡して下さい，あるいはある特定の行為をして下さいという，請求権が実体
法上当然に成立するのです。これが英米法にいくと，私の感触として申し上げますと，
契約においてそういう実体法上特定履行を当然に請求できる債権という概念がないので
すよね。どちらかというとそこには義務という概念はあるんですね。契約に違反すると
どうなるかというと，契約に違反した場合に，あるものを引渡しなさいという義務が
あったとしても，その義務に違反するというところまで言えるけど，その義務の違反に
対して与える効果は金銭賠償であって，それを越えて特定の物の引渡という履行を認め
るというのは，それは救済の問題であって，実体法上の権利の内容そのものの問題では
ないのではないかというようなイメージを持つのです。
もう少し言葉を変えて言いますと，日本の民法では414条で履行の強制と書いてあっ
て，基本的に実体法の問題として，ある物の引渡という権利が実現されない場合に，つ
まり契約違反が行われた場合には，もちろん損害賠償を求めることはできるけど，日本
の場合には，まずその権利の内容の問題として相手方に引渡を強制することができる，
そういう内実を持っていると，そういうものが日本の債権と言われているものの権利の
内容なんですね。だから同じように契約上に引渡義務があると言っても，これは日本に
おいて当然に引渡請求権があるという意味では，英国法で契約上引渡義務に対応する権
利があるということは，その権利の内容が違うのです。
ですから今一つ例として申し上げましたけど，権利とか義務とか言っても一様なもの
ではない。だからこの排出権に関しても，私は，従来的な日本の通念的な法律概念への
無邪気な信頼に基づく法解釈を見て，その時は本当に，日本の先生達に非常に違和感を
覚えたわけですけど，なんでそれを動産類似のものにしないと言わなければいけないの
か，何でそれを有価証券そのものだと言わなきゃいけないのか，何でそれを知財と同じ
だと言わなきゃいけないのか，全く私には理解できなかった。ここでは，既存の権利概
念と異なるものを構成しないと，我々としては今の制度に即応するような内容を盛り込
むことができないんじゃないかということが，当時の私としてはいつも頭にあったこと
です。皆さんも排出権取引についてこれから先，どれだけ関わるか分かりませんけど，
これをきっかけに世の中には色々な種類の権利があるんだと，それを実行するために必
ずしも既存の概念にとらわれることなく考えていただくということも必要なんじゃない
かなと思っています。それを踏まえてお配りしたコラムも読んでいただければと思いま
す。時間を超過しましたがご質問があればお願いします。
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司会 質問があればお願いします。どなたかいらっしゃいませんか。

質問者 ありがとうございます。法学部で国際法を担当しています山本と申します。国
際法の授業の中でも国際環境法を取り上げる機会がありまして，京都議定書やパリ協定
を扱うのですが，授業では大枠の議論を紹介するのみですので，今回のご講演で非常に
詳細な京都メカニズムの解説をしてくださり，大変勉強になりました。根本的な疑問に
なりますが，排出権取引というものが，先ほどバーチャルな権利としてやり取りされる
とありましたけれども，だからこそパワーポイントの資料にありますが，国際取引ログ
であるとか，割当量口座といった形で管理していかなければいけないというのは理解し
ました。しかし，この排出権取引の前提となる排出枠割当量，資料では10のところで
すけれども，この排出枠割当量の正確性が，どのようにして担保されるのかが疑問に思
いました。グローバルな算定指標があるのか，それとも各国別に，各国が独自の算定を
してこの排出の割り当てを計算しているのか，ここの正確性が揺らいでしまうと，そも
そも排出権取引自体の信頼性が乏しくなってしまうと思うのですが，もしご存知でした
らご教示ください。

太田 そこがまさに京都議定書を作るときも，私はそこの専門家ではございませんけ
ど，かなり喧々諤々とした議論が行われていて，基本的には実績に基づき案分にするの
かとか，あるいは今後想定する排出量といったものを考慮して決めていくとかといっ
た，いくつかのやり方がありまして，相当専門的な検討がなされてきていることは事実
ですが，それは未だにほとんど何が正しいのか意見のまとまりがない状況で，そこがう
まく公正な形で決まらなかったがゆえに，京都議定書の場合はおかしなことが起こって
しまったわけですね。例えばロシアとか東欧諸国は割当量を彼らも受けたんですけど
も，そのあと経済的には停滞してしまったので，ロシアも東欧諸国も割当量が余っちゃ
いました。本当は地球温暖化削減にまったく貢献していないにもかかわらず，最初の割
当量を間違って作ってしまったために，地球温暖化防止に関係のない排出権が出てし
まったということがありまして，これはおそらくパリ協定においても今回は削減，ある
いは努力目標になっちゃっているのは，一つはそこの問題が合意できてないからだと思
うんですね。また，こういう問題もあって，市場メカニズムに関してかなり懐疑的な意
見も出ているわけで，正直私も最近は懐疑的になりつつあるのです。つまり経済学的に
は正当化できてもそれを正当に現実化できない問題を抱えているような気がしてなりま
せん。
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質問者 ありがとうございます。割当量自体の信頼性の問題もご指摘のとおりあると思
うのですが，排出量の計算の手法について，おそらく自然科学分野での計算手法がある
のだと思いますが，排出量に関わるグローバルな算定指標があって，その指標を基に排
出量の計算がなされているのでしょうか，それとも各国が独自の指標に基づいて排出量
の算定をしているのでしょうか。たとえば後者の場合，日本の算定方式で計算した排出
削減量が明らかになっても，インドの算定方式が違ったりすると，同じ10トンという
排出削減量が出たとしても，算定方式が異なることで排出削減量の数値自体のもつ意味
合いも異なるのではないかと思われますが，いかがでしょうか。

太田 そうですね，京都議定書の時もそこが…。まさにどれだけの排出量を排出権とし
てその量を認めるかという検証の問題というのは，京都議定書の時にうるさく議論され
ていまして，これが国連の方が，すいません，今ちょっとど忘れしてしまって，機関を
持っておりまして，そこでかなり長い時間をかけて検証作業をやりまして，それも定期
的にトレースしていく形で，おかしなことが起こっていないかというチェックが働いて
いまして，その意味でもかなり厳密に行われていた。CDMも厳密に行われていたと言
われています。そしてかつ，それがあまりにも時間がかかりすぎたので排出権が出てこ
なくて，かなり不平がたまっていたので，今度のパリ協定ではそこのとこが正確ではあ
るけれど，もっと効率的に認証できるような仕組みを作ろうという，そういうことがよ
く言われています。
例えば二国間クレジットというのは，どこかの国がやって，日本の企業がクレジット
というシステムにするわけですけど，だけどもこれって世界の他の国から見ると，日本
が勝手に自分たち独自の基準を作っちゃった。それで自分達が温暖化削減量に充当させ
てやって，そんな私的なことが認められるのかといって，最初はものすごく批判されて
いたわけですよね。そこもまさに検証，どれだけの検証をするかということについての
公平性の担保というのは難しい問題を抱えています。京都議定書の場合は，その CDM
をあまりにも厳密にやりすぎて評判が悪かった。これは実際には民間の業者がやってい
たんですけども，これがなかなかやらないもんだから，またそこで袖の下を出して，自
分のやってもらう順番を繰り上げてもらってというようなことも行われていました。た
だこれはおそらくパリ協定の中でもそこの検証過程をどれだけ厳密にやっていくか，あ
るいは強制するか，特に二国間クレジットを認めていますので，かなり大きな議論にな
るわけです。

司会者 ほかにご質問のある方。
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質問者 私は，学生に排出権取引について説明する時に非常に難儀しています。私自身
は，排出権取引につき，ごみを排出する権利みたいなものが各人に与えられていて取引
所で売買されているというイメージで捉えています。ただ，我々がごみを排出する権利
というのは，ごみを出す上限が予め設定されていませんので，比喩として適切かどうか
はわかりませんが…。方向的にどういう感じで学生さんに教えていったらいいでしょう
か。

太田 そうですね。例えばアメリカだとアローワンスと言ったりするんですね。アメリ
カだと温暖化ガスではありませんけども，例えば二酸化窒素に関して同じような排出権
取引がありまして，そこでは財産権として認めないという明文が置かれています。私の
説明の仕方としては，期待権という考え方があるんですけども，その期待権という話を
するとまたちょっと難しくなってくるので，例えば，皆さんお酒を売りたいと。そうす
ると日本では酒類販売業で，これは免許を取らないといけないですよね。免許を取ると
皆さんがお酒を売る立場としては，皆さんにとってはそれはすごく財産権的価値がある
ものでしょう。それがなければ売れないわけですから。これがアローワンスというか，
許される，許可されていることなんですよ。その許可されているということをどういう
ふうに捉えるかということですね。それはアメリカに行くと，許可されている免許業，
免許というものはひとつの暖簾みたいになっていて，会社が自分の酒類販売業をどっか
に譲渡しますという時には，自分が免許を持っているというアローワンス，許可されて
いるその地位自体も財産的な価値のあるものとして，私人間では値段がついて取引され
るんですよ。だけどそれは国の立場から見れば，法律のルールがあればいつ取り上げら
れたっておかしくないんですね。日本の場合にはどういうことかというと，免許とか許
可というのは財産的価値が事実上あったとしても，もしそれが許可が必要だとすると，
その許可は移転することはできないんですね。またもう一回取り直さないといけないん
ですよ。だからそれは一つの財産権として国に対する関係では認められているわけでは
ないんですね。だけど，その人が事業をやっている限りは，それはものすごく財産的な
価値があるものなんですね。だから排出権といったものも，私はそれに近いようなもの
であると思っていまして，つまり言い方は聞き慣れないですけど，アローワンスという
のは排出権を持っているということは，逆に言えばそれに相当する排出量を出していて
も自分は罰せられないという，保護されているという意味において価値がある。そうい
う捉え方をしています。
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司会 どうもありがとうございます。質問は尽きないかと思いますけど，講演会は終
わったので拍手をお願いします。

（おおた・みのる 長島・大野・常松法律事務所弁護士）

【編集注】
本稿は，平成29年2月8日に行われた香川大学法学会講演会の記録である。
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